
 

平成18年３月期 第１四半期財務・業績の概況（個別） 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期財務諸表の作成基準               ： 中間財務諸表作成基準 

② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無     ： 無 

③ 会計監査人の関与                  ： 有 

 四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取

扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを

受けております。 

２．平成18年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成17年４月１日 ～ 平成17年６月30日） 

(1）経営成績の進捗状況                                  （百万円未満切捨） 

 （注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 

(2）財政状態の変動状況                                  （百万円未満切捨） 

３．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日 ～ 平成18年３月31日） 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  4,939円59銭 

  尚、業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想には

様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 

         平成17年８月12日 

上場会社名 日本風力開発株式会社 （コード番号：2766   東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://www.jwd.co.jp/ ）    

問 合 せ 先  代表者役職・氏名  代表取締役社長  塚脇 正幸  ＴＥＬ：（03）3519―7250 

責任者役職・氏名  代表取締役副社長 大内 勝樹   

 売 上 高 営 業 利 益 経常利益 
四半期（当期） 
純  利  益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年３月期第１四半期 217 △30.7 △69 － △29 － △18 －

17年３月期第１四半期 314 △24.6 △39 － △32 － △20 －

（参考）17年３月期 5,151 7.7 593 25.5 644 14.6 366 20.6

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円 銭 

18年３月期第１四半期 △195 15

17年３月期第１四半期 △253 76

（参考）17年３月期 4,139 14

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

18年３月期第１四半期 10,585 7,065 66.8 72,713 83

17年３月期第１四半期 5,696 3,965 69.6 49,033 32

（参考）17年３月期 11,046 7,181 65.0 74,127 92

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中  間  期 430 △130 △75 0 00 － －

通     期 6,200 800 480 － 1,500 00 1,500 00
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４．四半期財務諸表 

(1) 四半期貸借対照表 
   （単位：千円）

  
前第１四半期会計期間末 
（平成16年６月30日現在） 

当第１四半期会計期間末 
（平成17年６月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部）    ％        ％ 

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金 1,085,655   1,912,574   2,211,532   

２．売掛金 46,562   2,097,000   2,097,000   

３．たな卸資産 130,570   153,659   131,109   

４．短期貸付金 1,794,000   3,066,709   3,297,786   

５．未収入金 153,516   73,001   90,396   

６．その他     ※3 105,388   258,635   174,655   

流動資産合計   3,315,693 58.2  7,561,580 71.4   8,002,481 72.4

Ⅱ 固定資産            

(1）有形固定資産  ※1            

１．建物 1,050   908   937   

２．機械及び装置 10,673   53,746   53,126   

３．車輌運搬具 2,049   －   －   

４．工具、器具及び備品 3,364   1,872   2,336   

有形固定資産合計 17,138   56,528   56,400   

(2）無形固定資産 21,209   16,605   17,756   

(3）投資その他の資産            

１．投資有価証券 44,400   44,400   44,400   

２．関係会社株式 744,551   772,951   772,951   

３．長期貸付金 1,494,053   2,075,491   2,094,303   

４．その他 59,885   57,784   57,829   

投資その他の資産合計 2,342,889   2,950,627   2,969,484   

固定資産合計   2,381,237 41.8  3,023,760 28.6   3,043,640 27.6

資産合計   5,696,931 100.0  10,585,340 100.0   11,046,121 100.0
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   （単位：千円）

  
前第１四半期会計期間末 
（平成16年６月30日現在） 

当第１四半期会計期間末 
（平成17年６月30日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部）    ％        ％ 

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金 179,265   312,899   209,379   

２．短期借入金 370,944   2,214,000   2,564,000   

３. １年以内返済予定長期
借入金 

－   882,000   882,000   

４．未払法人税等 3,501   6,822   165,711   

５．その他 39,732   103,724   43,962   

流動負債合計   593,444 10.4  3,519,446 33.2   3,865,054 35.0

Ⅱ 固定負債            

１．長期借入金 1,137,965   －   －   

固定負債合計   1,137,965 20.0  － －   － －

負債合計   1,731,410 30.4  3,519,446 33.2   3,865,054 35.0

（資本の部）            

Ⅰ 資本金   1,848,492 32.4  3,272,997 30.9   3,262,997 29.5

Ⅱ 資本剰余金            

１．資本準備金 1,724,364   3,148,868   3,138,868   

資本剰余金合計   1,724,364 30.3  3,148,868 29.8   3,138,868 28.4

Ⅲ 利益剰余金            

１．第１四半期（当期）未
処分利益 

392,663   644,028   779,202   

利益剰余金合計   392,663 6.9  644,028 6.1   779,202 7.1

資本合計   3,965,520 69.6  7,065,894 66.8   7,181,067 65.0

負債資本合計   5,696,931 100.0  10,585,340 100.0   11,046,121 100.0
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(2) 四半期損益計算書 

  （単位：千円） 

  
前第１四半期会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

科  目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

     ％        ％ 

Ⅰ 売上高   314,448 100.0  217,950 100.0   5,151,516 100.0

Ⅱ 売上原価   240,788 76.6  173,833 79.8   4,091,433 79.4

売上総利益   73,660 23.4  44,116 20.2   1,060,082 20.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   112,996 35.9  113,812 52.2   466,843 9.1

営業利益又は営業損失
（△） 

  △39,336 △12.5  △69,695 △32.0   593,239 11.5

Ⅳ 営業外収益     ※1   24,578 7.8  60,373 27.7   127,497 2.5

Ⅴ 営業外費用     ※2   17,443 5.5  19,686 9.0   76,527 1.5

経常利益又は経常損失
（△） 

  △32,201 △10.2  △29,008 △13.3   644,208 12.5

Ⅵ 特別損失      ※3   － －  － －   10,089 0.2

税引前第１四半期純損
失（△）又は税引前当
期純利益 

  △32,201 △10.2  △29,008 △13.3   634,118 12.3

法人税、住民税及び事
業税 

1,239   1,478    267,209   

法人税等調整額 △12,917 △11,677 △3.7 △11,562 △10,084 △4.6 893 268,103 5.2

第１四半期純損失
（△）又は当期純利益 

  △20,523 △6.5  △18,924 △8.7   366,015 7.1

前期繰越利益   413,186   662,953     413,186  

第１四半期(当期)未処
分利益 

  392,663   644,028     779,202  
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前第１四半期会計期間  
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日） 

当第１四半期会計期間  
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準

及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同 左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同 左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同 左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同 左 

  (2）たな卸資産 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原

価法 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

同 左 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

同 左 

 商品 

移動平均法による原価法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

商品 

同 左 

未成工事支出金 

同 左 

商品 

同 左 

未成工事支出金 

同 左 

２．固定資産の減価

償却の方法 

(1）有形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

 なお、取得価額10万円

以上20万円未満の少額減

価償却資産については、

3年間均等償却によって

おります。なお、主な耐

用年数は次のとおりであ

ります。 

建物 15年

機械及び装置 4年

(1）有形固定資産 

同 左 

(1）有形固定資産 

同 左 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

 ソフトウェア(自社利

用分)については、社内

の利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用し

ております。 

(2）無形固定資産 

同 左 

(2）無形固定資産 

同 左 

  (3）長期前払費用 

均等償却によっておりま

す。 

(3）長期前払費用 

同 左 

(3）長期前払費用 

同 左 
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項  目 
前第１四半期会計期間  
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日） 

当第１四半期会計期間  
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

(1）貸倒引当金 

同 左 

４．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同 左 同 左 

５．ヘッジ会計の方

法 

（1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっ

ております。為替変動リ

スクのヘッジについては

振当処理を採用しており

ます。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同 左 

（1）ヘッジ会計の方法 

同 左 

  （2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 為替予約をヘッジ手段

とし、外貨建ての輸入予

定取引をヘッジ対象とし

ております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同 左 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同 左 

  （3）ヘッジ方針 

 外貨建て輸入予定取引

の為替変動リスクをヘッ

ジするために、為替予約

を利用することとし、ヘ

ッジ手段である為替予約

は、ヘッジ対象である外

貨建ての輸入予定取引の

範囲内で行なうこととし

ております。 

（3）ヘッジ方針 

同 左 

（3）ヘッジ方針 

同 左 

  （4）有効性評価の方法 

 ヘッジ手段がヘッジ対

象である予定取引の重要

な条件とほぼ同一であ

り、ヘッジ開始時、及び

その後も継続して相場変

動を完全に相殺するもの

であると想定できるた

め、ヘッジの有効性の判

定を省略しております。 

（4）有効性評価の方法 

同 左 

（4）有効性評価の方法 

同 左 
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項  目 
前第１四半期会計期間  
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日） 

当第１四半期会計期間  
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．その他四半期財務

諸表（財務諸表）

作成のための基本

となる重要な事項 

（1）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税

の会計処理方法は、税抜

方式によっております。 

（1）消費税等の処理方法 

同 左 

（1）消費税等の処理方法 

同 左 
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

（四半期損益計算書関係） 

前第１四半期会計期間末 
（平成16年６月30日現在） 

当第１四半期会計期間末 
（平成17年６月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

24,920千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

33,083千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

28,962千円 

２ 偶発債務  

保証債務 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

２ 偶発債務 

保証債務 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

２ 偶発債務 

保証債務 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

保証先 
金額 
（千円） 

内容 

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱ 

128,035 借入債務 

銚子風力開発㈱ 797,880 借入債務 

計 925,915 － 

保証先 
金額 
（千円）

内容 

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱ 

118,030 借入債務

銚子風力開発㈱ 1,664,247 借入債務

館山風力開発㈱ 240,000 借入債務

大山ウィンドフ
ァーム㈱ 

693,000 借入債務

 計 2,715,277

保証先 
金額 
（千円）

内容 

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱ 

118,030 借入債務

銚子風力開発㈱ 2,043,317 借入債務

館山風力開発㈱ 240,000 借入債務

大山ウィンドフ
ァーム㈱ 

945,000 借入債務

計 3,346,347 －

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動資

産の「その他」に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３ 消費税等の取扱い 

 ────── 

前第１四半期会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 23,520千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 50,335千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 126,001千円

     

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 8,259千円 

ＩＲ費用 7,572千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 14,447千円

ＩＲ費用 4,969千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 29,397千円

ＩＲ費用 12,503千円

新株発行費 34,627千円

※３ 特別損失の内訳 

 ────── 

※３ 特別損失の内訳 

 ────── 

※３ 特別損失の内訳 

プロジェクト整理損

失  
10,089千円

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,367千円 

無形固定資産 1,151千円 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,230千円

無形固定資産 1,151千円

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,385千円

無形固定資産 4,604千円

５ 当社の売上高は、通常の営業形

態として、下半期に風力発電機の

販売が集中するため、事業年度の

上半期と下半期の売上高との間に

著しい相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動がありま

す。 

５     同左 ５    ────── 
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前第１四半期会計期間、当第１四半期会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

前第１四半期会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第１四

半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び第１四

半期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

第１四半
期末残高
相当額 

  千円 千円 千円 

工具、器
具及び備
品 

30,126 13,437 16,688 

その他 1,007 699 307 

合計 31,134 14,137 16,996 

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

第１四半
期末残高
相当額 

  千円 千円 千円

工具、器
具及び備
品 

28,522 19,062 9,459

合計 28,522 19,062 9,459

  
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残高
相当額 

千円 千円 千円

工具、器
具及び備
品 

33,226 21,933 11,293

その他 1,007 951 55

合計 34,234 22,884 11,349

(2)未経過リース料第１四半期末残高

相当額 

(2)未経過リース料第１四半期末残高

相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 8,793千円 

 １年超 12,761千円 

合計 21,555千円 

 １年内 7,761千円

 １年超 7,900千円

合計 15,661千円

 １年内 8,042千円

 １年超 9,862千円

合計 17,904千円

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 2,378千円 

減価償却費相当額 2,880千円 

支払利息相当額 186千円 

支払リース料 2,373千円

減価償却費相当額 1,889千円

支払利息相当額 131千円

支払リース料 9,568千円

減価償却費相当額 11,627千円

支払利息相当額 625千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 

(5）利息相当額の算定方法 

同  左 

-9-



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり第１四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前第１四半期会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日） 

当第１四半期会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 49,033円32銭

１株当たり第１四半期

純損失 
253円76銭

１株当たり純資産額 72,713円83銭

１株当たり第１四半期

純損失 
195円15銭

１株当たり純資産額 74,127円92銭

１株当たり当期純利益 4,139円14銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
4,056円06銭

潜在株式調整後1株当たり第１四半

期純利益については、１株当たり第

１四半期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

潜在株式調整後1株当たり第１四半

期純利益については、１株当たり第

１四半期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

  

   

  
前第１四半期会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日）

当第１四半期会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり第１四半期純損失

（当期純利益） 
      

第１四半期純損失（当期純利

益）（千円） 
△20,523 △18,924 366,015 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る第１四半期純

損失（当期純利益）（千円） 
△20,523 △18,924 366,015 

期中平均株式数（株） 80,874 96,974 88,428 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
      

 当期純利益調整額（千円） － － － 

  普通株式増加数（株） － － 1,811 

 （うち新株予約権） (－) (－)   (1,811)  

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

平成14年７月22日付臨時株

主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数  

3,000株 

平成15年6月23日付定時株

主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数 

900株 

平成14年７月22日付臨時株

主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数  

1,551株 

平成15年6月23日付定時株

主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数 

900株 

平成16年6月28日付定時株

主総会決議による商法第

280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権

の目的となる株式の数 

1,000株 

平成15年6月23日付定時株主

総会決議による商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の目的

となる株式の数 

900株 

平成16年6月28日付定時株主

総会決議による商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の目的

となる株式の数 

1,000株 
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（重要な後発事象） 

前第１四半期会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日) 

当第１四半期会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

────── ────── ────── 
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